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実務者自ら業務のアイデアを形にする日本工営 ㊤

新入社員が作成した地すべり対策のＢＩＭ
／ＣＩＭモデル

地すべり対策工の自動設計

定着してきたＢＩＭ／ＣＩ
Ｍツール

　国土交通省の
ＢＩＭ／ＣＩＭ
原則化を機に、
建設コンサルタ
ントが３次元設
計への転換を図
り、ＢＩＭ／Ｃ
ＩＭ活用の新た
なステージに踏
み込む動きが現

れ始めた。ＢＩＭ／ＣＩＭのトップラン
ナーとして業界を先導する日本工営は自
動設計システムを開発し、業務の効率化
や高度化を実現しようとかじを切った。
一歩先をいく同社のＢＩＭ／ＣＩＭ活用
はどこに向かおうとしているか。
　同社では中央研究所内に組織されたＣ
ＩＭ推進センターを軸にＢＩＭ／ＣＩＭ
の定着を図っている。組織は現在人体
制となり、各部門への業務支援や教育に
加え、業務改革を実現するためのシステ
ム開発にも取り組む。小野寺勝執行役員
中央研究所長は「ＢＩＭ／ＣＩＭに積極
的な実務者をＣＩＭ推進センターの配属

とし、業務上のアイデアを形にしてもら
い、また現業部門に戻す流れをつくり、
ＢＩＭ／ＣＩＭを水平展開している」と
明かす。
　これまでは河川、ダム、道路、橋梁、
防災、砂防の分野で先行してきたＢＩＭ
／ＣＩＭ活用だったが、現在は「全分野
で取り組む状況となり、着実にステージ
を一つ上げた」と手応えをつかんでいる。
ＢＩＭ／ＣＩＭ活用の業務件数も年
件を超えるまでに拡大した。ＢＩＭ／Ｃ
ＩＭの主力ツールとして位置付けるオー
トデスク製品の利用状況（日単位の従
量課金プラン）を見ても、近年は年．
．倍の伸びを示しており、社内にＢ
ＩＭ／ＣＩＭツールが定着してきた。

　背景には、国交省のＢＩＭ／ＣＩＭ原
則化に加え、他省庁や地方自治体でも活
用業務が広がり始めたほか、受注業務の
中で担当者がＢＩＭ／ＣＩＭを自主的に
活用する流れが広がっていることも後押
ししている。ＣＩＭ推進センターの坂森
計則センター長は「これからは概略・予
備設計や調査・計画業務でも広くＢＩＭ
／ＣＩＭの導入、活用が進む。今後は業務
プロセスの再構築も必要になってくる」
と考えている。
　同社は、新たな業務プロセスへの転換
を進める中で、モデル作成に軸足を置く
のではなく、モデルの中に設計条件や設
計思想を取り込む３次元設計プロセスの

構築を追求している。小野寺氏は「ＢＩ
Ｍ／ＣＩＭでは当然、業務の効率化を目
指すが、さまざまな情報をモデルの中に
入れることで、関係者間のコミュニケー
ションツールとしても成長していく。業
務の付加価値を生む手段としてＢＩＭ／
ＣＩＭを位置付けている」と力を込める。
　ＣＩＭ推進センターが業務改革につな
がるシステムとして、パラメトリックモ
デリングや３次元モデルによる設計照
査、解析、数量算出などの開発を重視し
ているのも「付加価値のあるシステムを
積極的に創出していく」方針が根底にあ
る。社内では実務者がシステム開発を担
い、その成果を開発者自らが現業部門に
戻って推進する流れが定着しつつあり、
これまでに５人が推進役として活動して
いる。
　坂森氏は「開発することが目的でなく、
その成果を着実に社内に展開していくこ
とが、何よりも重要」と強調する。だか
らこそシステム開発では、業務の効率化
・高度化や品質の向上効果に加え、「誰

もが手軽に使
えるようなシ
ステムとして
仕上げる」こ
とに力点を置
いている。
　地すべり・
斜面防災分野
では、年
９月に自動設

計システムの開発が完了した。これまで
は対策工と地形のモデルを統合する必要
があり、手作業でモデル作成を進めた場
合、時間と労力がかかっていた。そこで
構造物のモデル化作成の流れをプログラ
ム化し、寸法情報や部材情報などの設計
条件を入れるだけで、パラメトリックモ
デリングによって自動でモデル作成を進
めるシステムに仕上げた。年度には地
すべり対策関連の業務に活用した。
年度には２倍増の導入を見込む。小野寺
氏は「これは付加価値システムの象徴的
な成果の一つ」と強調する。
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３次元設計基盤に新たなチャレンジ日本工営 ㊥

自動設計システムの概要

現地調査ツール（点群編）

　日本工営がＢ
ＩＭ／ＣＩＭ活
用の有効な手段
として、自動設
計の取り組みに
力を注いでい
る。中央研究所
ＣＩＭ推進セン
ターでは、業務
の効率化や省力

化に向けたシステムの開発をミッション
の一つに掲げ、その重点テーマに「自動
設計」を位置付けている。小野寺勝執行
役員中央研究所長は「３次元設計に切り
替える中で、仕事の進め方も変わってく
る。より効率的で質の高い設計を進める
手段として、自動設計システムの開発に
乗り出している」と説明する。
　先行する地すべり・斜面防災分野では、
年９月にプロトタイプが完成してお
り、業務への導入件数も着実に増加して
いる。システム開発に携わったＣＩＭ推
進センターの山口裕二技師は「国土保全
分野とＢＩＭ／ＣＩＭの親和性は高く、

自動設計の効果を存分に発揮できてい
る」と手応えを口にする。
　山口氏はオートデスクのビジュアルプ
ログラミングツール『Ｄｙｎａｍｏ』を
使い、構造物のモデル化工程をプログラ
ム化し、寸法や部材の情報などの条件を
入れることでパラメトリックモデリング
によって自動作成するシステムを開発し
た。「プログラム初心者の私でも思うよ
うな枠組みを構築することができた」と
振り返る。
　地すべり対策では防止施設の多くが地
下にある。設計では地すべり発生機構や、
防止工法の検討をすべり面や地下分布な
どの構造を踏まえて進める必要があり、
ＢＩＭ／ＣＩＭの可視化によって干渉の

チェックなどもしやすくなる。現在は参
考資料扱いとなったが、年３月に国土
交通省が示した３次元モデル成果物作成
要領（案）に集水井工などのサンプルモ
デルが紹介されたことで、パラメトリッ
クモデリングに必要な寸法や部材情報な
どが統一され、プログラムの要件定義が
容易になったこともシステム開発を後押
しした。
　システムは入力値を調整し、設計条件
や設計思想の情報を追加するだけでモデ
ルを自動作成する。地形や地質モデルに
合わせた対策工の３次元モデル作成も可
能だ。自動化により、作業の効率化や高
度化に加え、品質や信頼性も向上する。
経験が浅く対策工の完成イメージを想像
しづらい若手技術者の設計支援にも活用
できる。
　小野寺氏は「３次元設計データから自
動化している点でヒューマンエラーも防
げる。設計の入力条件を増やせば、さら
に付加価値のある３次元モデルを提供で
きる」と強調する。ＣＩＭ推進センター

の坂森計則センター長も「３次元設計に
乗り出したことで、そのデータを活用し
てさまざまなチャレンジができる流れに
なり、自動設計だけでなく、ＶＲ（仮想
現実）やＡＲ（拡張現実）の切り口も積
極的に展開する」と先を見据えている。
　このように同社では、３次元設計への
転換を機に、新たなシステム開発に乗り
出す流れが広がり始めた。オートデスク
の技術営業として主に建設コンサルタン
トを担当している植田祐司氏は「Ｄｙｎ
ａｍｏを活用し、効率化を目指したシス
テム開発を進める動きは同業他社でも見

られるようになったが、日本工営のよう
に３次元設計がきちんと社内に定着して
いなければ、良質なシステム開発に結び
つかない」と分析する。日本工営では河
川、ダム、砂防、道路、橋梁の分野でも
自動設計の取り組みが進行中だ。坂森氏
は「実務者自らがシステム開発を担う流
れを整えたことで、より最前線の目線か
ら業務課題と向き合うことができるよう
になった」と手応えを口にする。
　レーザー光で離れた場所にある物体の
形状や距離を測定するリモートセンシン
グ技術「ＬｉＤＡＲ」を使った現地調査
ツールも導入が進む取り組みの一つだ。
ツールの社内普及を手掛けたＣＩＭ推進
センターの奥平賢太氏は「事務所でも情
報が共有でき、災害復旧時にも迅速な現
況把握と計画立案が可能」と説明する。
年度で件の業務に活用した。仙台支
店の防災担当約人が活用を始めたよう
に、社内では現況変調を把握する応急復
旧の有効なツールとして期待されてい
る。
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重要なコミュニケーションツールに日本工営 ㊦

オンラインでの社内教育風景

（左から）奥平氏、坂森氏、小野寺氏、
山口氏、佐藤氏

　日本工営は、
国土交通省の動
きを見ながら、
社内のＢＩＭ
／ＣＩＭ教育を
拡充してきた。
年９月から
は原則化を踏ま
え、社内資格制
度の運用も始め

た。日本工営グループを統括するＩＤ＆
Ｅホールディングスの新屋浩明社長も
「もう一歩先のことを考え、行動を始め
よう」と、動き出したＢＩＭ／ＣＩＭ資
格の進展に期待を寄せている。
　資格は３段階に設定した。２時間の動
画学習を位置付けた初級は、既に，
人の技術者が受講済み。今年から動き出
した中級は実務で使いこなせるスキルを
養うことを目的にＢＩＭ／ＣＩＭソフト
操作研修を含む時間のプログラム
を設けた。現時点で人が受講してい
る。ＢＩＭ／ＣＩＭマネジャーの育成を
目的とした上級資格の準備も進めてお

り、同社はＢＩＭ／ＣＩＭへの対応力を
技術者の重要な素養の一つに位置付けて
いる。
　日頃の業務では、オートデスクの汎用
ＣＡＤ『ＡｕｔｏＣＡＤ』やＢＩＭ／Ｃ
ＩＭ設計ソフト『Ｃｉｖｉｌ　３Ｄ』、
コンセプトデザインソフト『Ｉｎｆｒａ
Ｗｏｒｋｓ』、ＢＩＭソフト『Ｒｅｖｉ
ｔ』などを活用している。海外でもオー
トデスク製品を使っており、国内外共通
のツールとして位置付けている。年か
らスタートした社内のＢＩＭ／ＣＩＭ研
修もオートデスク製品を軸に教育プログ
ラムを作成した。
　ＣＩＭ推進センターに所属する入社３
年目の奥平賢太氏は、今年から研修の講

師役を務めている。２週間の基礎研修に
加え、研修の応用編では各部門の設計者
とともに講師役となり、受講者に高度な
ＢＩＭ／ＣＩＭ活用についても伝授して
いる。奥平氏は「私が学生時代に点群デ
ータを研究してきたように、デジタルツ
ールに触れてきた新入社員は多く、ＢＩ
Ｍ／ＣＩＭへの適用能力はとても高い」
と実感している。
　ＣＩＭ推進センターの山口裕二技師は
「４年前に研修を受けた後すぐに国交省
の斜面防災関連業務のＢＩＭ／ＣＩＭ項
目を担当することになり、悪戦苦闘しな
がらもＢＩＭ／ＣＩＭに取り組んだ。そ
の時の経験がいまの基礎になっている」
と振り返る。このように同社では、実践
しながらＢＩＭ／ＣＩＭスキルを磨く流
れが着実に浸透している。
　社内の変化を目の当たりにして、小野
寺勝執行役員中央研究所長は「ＢＩＭ／
ＣＩＭはわれわれにとっての重要なコミ
ュニケーションツールになるだろう」と
考えている。２週間の新入社員研修をわ

ずか１週間で終え、残りの期間を使って
オートデスクのビジュアルプログラミン
グツール『Ｄｙｎａｍｏ』を学ぶ社員も
いるように「若手（デジタルネイティブ
世代）がこれからのＢＩＭ／ＣＩＭをけ
ん引していく」と期待している。
　ＣＩＭ推進センターの坂森計則センタ
ー長は、ＢＩＭ／ＣＩＭを出発点に「Ｄ
Ｘ（デジタルトランスフォーメーション）
の領域に入っていく」ことを実感してい
る。３次元設計にかじを切ったことで、
自動化への筋道をつくり、ＶＲ（仮想現
実）やＡＲ（拡張現実）といったデジタ
ルツインとの結び付きについてもより強
固にした。技術開発センターの佐藤隆洋
センター長も「ＢＩＭ／ＣＩＭデータを
基盤に構築したデジタルツインを業務で
どう有効活用していくかが重要な視点に
なってくる。これはＤＸの領域に他なら
ない」と確信している。
　ＣＩＭ推進センターの発足から７年が
経過した。同社のＢＩＭ／ＣＩＭ活用の
流れは急速に広がりを見せている。重要

視する自動設計システムは、業務の効率
化や高度化、品質向上につながるととも
に関係者との情報共有手段としても有効
だ。小野寺氏は「ＢＩＭ／ＣＩＭ活用の
切り口は多岐にわたる。国がインフラＤ
Ｘの推進にかじを切ったように、われわ
れの付加価値づくりはこれからＤＸの領
域にも踏み込んでいく」と、次への進展
をしっかりと見据えている。
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